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長田野工業団地における取り組み（１／３）

【工業団地概要】

京都府福知山市に位置し、41社の企業が入居。うち、約半数が大手企業の工場で、残り

が中小企業の工場。工業団地の設立は1974年。京都府が府北部の産業振興のため、

福知山市に造成。工業団地の総面積は約340haで、全国的にも最大級の内陸型工業

団地。平成29年度の年間出荷額は2,830億円。総従事者数は約6,400名。工業団地の

インフラ供給は、工業用水を京都府公営企業、上下水道を福知山市、電力を関西電力、

ガスを長田野ガスセンター(一部はＬＰガス)より受けている。

• 平成27年度より京都府と連携し、災害に

強い工業団地作りのための連携型ＢＣＰ

を検討開始。

• 防災を切り口とした施策の検討から着手し、

各企業と工業センター間で「備蓄品提供に

関する覚書」を締結。

長田野工業センターホームページより
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長田野工業団地における取り組み（２／３）

ステップ２ 令和元年度

実施目的： 官民連携に向けた課題と対応策の検討・抽出

実施内容：
企業・工業団地と行政・インフラでの情報共有／連携に向けた災害
模擬演習

成果目標：
地域の脆弱性を把握し、官民連携に向けて必要なアクションと課題
および課題解消のアイデアの洗い出し

ステップ１
平成30年度
〔2019/2/28〕

実施目的： 官民連携への気づきの醸成

実施内容：
事業継続計画（BCP）の実効性強化に向けた取組、および官民・地
域連携をテーマとしたセミナー開催

成果： 「自助の強化」と「官民連携」の必要性の認識

ステップ３
令和2年度
以降

実施目的： 自助・共助の強化と官民連携に向けた具体的施策案の提言

実施内容：
連携型ＢＣＰの検討・検証
（共通タイムライン、地域共通資源、連携の枠組み、脆弱性への事
前対策推進、災害時協力協定、工業団地間広域連携…等）

成果目標：
個社ＢＣＰの実効性向上と地域の産業・経済を守る官民連携の具
体的施策案の提言

 段階的に官民連携のあり方を検討し、連携に向けた課題抽出と具体的施策案を提言する
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長田野工業団地における取り組み（３／３）

令和2年2月6日、長田野工業団地で国土強靱化(官民連携)ワークショップを開催。

工業団地内企業33社、長田野工業センター、ライフライン事業者、福知山市、

京都府等の67名参加。

実施内容

(a) 被災時対応のシミュレーション演習

(b) 事前対策と発災時の活動の検討と

整理

(c) 発災時の活動に必要と思われる

情報と支援に係る討議

今後の方向性

• 連携型ＢＣＰの検討・検証

（共通タイムライン、地域共通リソースリスト等）

• 災害時における工業団地の役割・機能の強化
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官民連携のあるべき姿

 官民（企業、工業団地、自治体、インフラ事業者、国の地方支分部局）が連携した

「プラットフォーム（会議体、災害共有システム等）」を形成し、地域共通の課題

解決に継続的に取り組むことで、被災時における産業の早期復旧を図る。
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大規模災害時の産業の早期復旧のための連携イメージ
（グランドデザイン）
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